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ものづくりを支える労働者の雇用・労働状況①

■九州圏の職種別就業者年齢構成比の比較（製造業のみ）

■九州圏の建設労働者年齢構成比の比較

資料：「国勢調査報告平成12年」総務省
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団塊の世代

全職種平均

専門的・技術的職業

生産工程・労務作業

■団塊世代の大量退職が九州企業にもたらす
影響に関するアンケート調査

■外国人就業者数の伸び率（平成７年～17年）

団塊世代の人脈が
喪失することによる

営業公立の低下

労働力の量的な不足

団塊世代の持つ技術・
ノウハウの喪失

管理職の減少による
経営の不安定化

特に影響はない
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資料：財団法人 九州地域産業活性化センターＨＰより
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全国
（農林水産省）
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九州計（製造業）
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資料：総務省
「国勢調査」
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出典：総務省統計局「国勢調査」 厚生労働省「職業安定業務統計」により作成

■完全失業率と有効求人倍率の傾向

出典：国勢調査報告
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■強まる圏外への若年者の転出傾向

【コーホート変化率】

縦軸の値は、期末人口数を期首人口数で割った値。

横軸は期末の年齢階級。
1.0の水準を下回ると、転出超過傾向であったと考えられる。 １
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資料：「労働力調査（H18）」
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・雇用失業情勢の改善がみられる中、団塊世代の大量退職によっても揺るぐことのない基盤の維持・強化が
重要。

・量的な労働力不足のほか、質的な懸念（技術・ノウハウの喪失）も同等の懸念事項として、九州内の多く
の事業所（とくに中小企業や建設・製造業）において認識されている。

・製造業における外国人就業者数は、全国が1.4倍の増加なのに対して、九州は3.1倍の増加となっている。

団塊の世代



ものづくりを支える労働者の雇用・労働状況②

・若年層の就業者数は減少傾向にあり、20年前の半分以下に減少している。
・若年者は、知っている職業の範囲が狭く、身近な職業を希望する傾向があるため、求人と求職の職種間ミ
スマッチがおきている。

・造船業においては、技術の伝承を行うことにより造船業の発展・安定的な企業経営を図り、地域経済の発
展に寄与することを目的として技術センターを設立している。

15-24歳の製造業就業者数推移（昭和50年＝1.0の指数）

全国（全産業） 九州計（全産業） 全国（製造業） 九州計（製造業）

資料：総務省「国勢調査報告」
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」

事務的職業 生産工程・労務の職業 専門的・技術的職業

販売の職業 サービスの職業 運輸・通信の職業

保安の職業 その他

29歳以下の職業別求人・求職の状況（2006年12月）

備考：新規学卒者を除きパートタイムを含む

年度0
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4,000
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建造量

受注量

手持ち工事量

建造許可実績

注１） 建造許可の対象船舶は、総トン数2,500トン以上又は長さ90メートル以上の一般商船（純客船を除く）である。
注２） 四捨五入のため、数値が符合しない場合がある。

（単位：千数トン）

年度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

建造量 3,748 3,345 2,924 3,583 3,750 3,753 3,373 4,134 4,706 4,605

受注量 3,279 3,702 2,841 3,335 3,990 3,271 3,427 4,649 3,277 6,322

手持ち工事量 5,513 5,870 5,718 5,470 5,710 5,342 5,822 8,623 8,913 10,481

建造許可実績 3,822 3,240 3,309 3,267 3,682 3,117 3,644 6,539 3,359 4,231

各年度管内鋼船建造量等の推移

■建造量・手持ち工事の状況
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4,757

3,598 九州運輸局

中国運輸局

四国運輸局

その他
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22%

28%

21%

総建造量

17,249
（千トン）

18,176

18,717

7,665

7,560
日本

韓国

中国

その他

総建造量

52,118
35%

35%

15%%

15%%

（千トン）

2006年国別建造割合 2006年局別新造船建造量
資料：ロイド統計資料 資料：造船造機統計月報

■造船技術者の育成・確保

２資料：九州運輸局プレス発表資料

●長崎地域造船造機技術研修センター
平成19年４月開設

平成18年４月開設●大分地域造船技術センター

地域が一体となった基幹産業の技術・技能継承

造船業界では、団塊世代の定年退職者による
2007年問題を迎え、次世代人材育成と熟練技能の
伝承が大きな課題となってきていますが、特に中
小造船所においては個別の対応が困難な状況であ
る。

世界的に優れた高いレベルの造船技能を新人職
員や経験の浅い若者に対して教育・実技訓練を行
い、造船技術の伝承を行うことにより、造船業の
安定的な企業経営を図り、業界の発展及び地域経
済の発展に寄与していくことを目的として、造船
造機技術センターを設立。

鉄板の曲げ（ぎょう鉄） 溶接訓練風景

訓練風景鉄板の曲げ（ぎょう鉄）



３

42.9% （▲ 8.6%）

56.0% （▲11.5%）

46.7% （▲ 5.5%）

32.9% （▲ 8.6%）

40.5% （▲ 6.1%）

61.0% （▲16.9%）

48.6% （▲ 6.1%）

28.7%（▲ 9.3%）

製造業

（対平均差）

26.8% （17.8%）44.6%鹿児島県

20.0% （14.3%）34.3%計

21.4% （19.9%）41.2%宮崎県

10.4% （13.9%）24.4%大分県

16.0% （18.4%）34.4%熊本県

37.6% （ 6.6%）44.1%長崎県

13.9% （28.6%）42.5%佐賀県

8.1%（11.3%）19.4%福岡県

医療・福祉

（対平均差）

産業

平均

高校卒業生
県外就職率

7,319人（14校）1,130人（1校）鹿児島県

45,846人（54校）8,826人（9校）計

5,239人（ 6校）853人（1校）宮崎県

4,554人（ 8校）836人（1校）大分県

7,078人（ 7校）1,787人（1校）熊本県

4,864人（ 5校）881人（1校）長崎県

4,135人（ 2校）－佐賀県

12,657人（12校）3,339人（3校）福岡県

高校（工業科）高等専門学校学生（校）数

・圏内には９校の高等専門学校、54校の工業科を持つ高等学校がある。また、工学系の学部を持つ国公立大
学や私立大学も圏域内において適度に分散している。次代のものづくり産業を担う人材の育成機会は十分
にある。

・高等専門学校についても広く全域に立地しており、ものづくりの担い手を育成する機関として期待される。
・高校卒業生の就職率を産業別に比較すると、製造業は圏外への就職によって人材が流出傾向である。

九州大学

久留米工業高専

有明工業高専

長崎大学

佐世保工業高専

八代工業高専

熊本電波工業高専

大分大学

大分工業高専

宮崎大学

都城工業高専

鹿児島大学
鹿児島工業高専

国立高専 国公立大学

九州圏域内に分布する
工学系の学部を持つ教育機関

私立大学

九州共立大学

西日本工業大学
九州産業大学

東和大学
福岡大学

福岡工業大学

久留米工業大学

長崎総合科学大学 熊本大学

崇城大学

九州東海大学

日本文理大学

第一工業大学

北九州市立大学

九州工業大学

北九州工業高専

佐賀大学

ものづくりを担う若い世代の育成と活躍①



・将来のものづくりを担う子供達に対して、九州・沖縄の高等専門学校が2003年度より取り組みに関する情
報共有や連携を行っている。

・地域の雇用を支える中小企業やＮＰＯ等と地元の学生が交流し、教育と産業の連携を強化することが重要。
・地元学生のアイデアを活かした商品開発等により、地元企業の活性化も期待される。

鹿児島・宮崎両県のコンビニエンスストアにお
いては、加世田常潤高校の「黒豚みそおむす
び」、阿久根農業高校の「３年Ａ組の豚みそお
むすび」、鹿屋農業高校の「黒豚みそおむす
び」、が販売されるなど、高校生のアイデアは、
企業経営に取り入れられている。

道の駅など地元物産館
等での販売に支えられ
ていたが、人気が高ま
るにつれ販路が広がり、
今では、電車の車内販
売や北九州空港など県
外拠点のほか、イン
ターネット販売も行っ
ている。

【宮崎県延岡】
体験学習の場となる「高校生の店」が
商店街の空き店舗にオープン

広い視野で不足業種・
業態を補う。

→ 「小売り」に限らず、
広範囲に出店希望者
を募り、学校やＮＰＯと
の連携も視野に入れる。

平成14年、延岡商
業高校流通経済学科
からインターンシッ
プへの協力要請を受
けたＴＭＯは、市の
中心商店街の空き店
舗利用施設を借り上
げることで学校側に
家賃負担なく提供。

同年９月から12月までの４ヶ月間、週２日営業す
る高校生の店「和（なごみ）」がオープン。商店
街に若々しい活気を呼び込んだ。

仕入れから、接客、販売まですべてを学生が行
う「高校生の店」は注目を浴び、マスコミでも報
道された結果、翌年からはさらに２校（延岡学園
高校、聖心ウルスラ学園高校）から協力要請があ
り、市の中心商店街には計３店の高校生の店が開
店することとなった。

高等専門学校による
出前講座等の取り組み

（八代工業高等専門学校、佐世保工業高等専門学校）

資料）「九州まちづくりＢＯＯＫ」
九州経済産業局

資料：佐世保工業高等専門学校ＨＰ

資料：八代工業高等専門学校ＨＰ

４資料：九州経済産業局「環」2005秋号

【鹿児島県阿久根市】
教育と産業の連携
～高校生の実習活動事例～

阿久根農業高校 加工品

阿久根農業高校 実習風景

八代工業高等専門学校
では、豊富な人材がも
つ研究開発や教育技術
の力を、地域の産業界
や教育界、ならびに地
域の公的機関や住民に
有効活用してもらうた
めに、地域連携セン
ターを設立。

産業界との連携

「技術セミナー」等の開催

教育界との連携

「科学技術支援事業 」等

地域向けの活動

「公開講座 」等の開催

親子おもしろ実験教室 おもしろ化学実験

【佐世保工業高等専門学校】

【八代工業高等専門学校】

ものづくりを担う若い世代の育成と活躍②



ものづくり基盤を支える設備投資等の動向①

・工業立地件数は年間190件を超え、その８割弱は新設設備投資である。
・企業が重視する立地選択要因と地方公共団体が強調する立地メリットには乖離がみられる。
・産学官連携により、大学や公設試験研究機関等の「知」を活用し、競争力の源泉であるイノベーションの
創出が重要。

資料）九州経済産業局
「九州の工場立地動向調査 平成18年」
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資料）九州経済産業局
「九州の工場立地動向調査 平成18年」

立地件数

敷地面積

立地件数

対全国比

■九州圏における工場立地の推移

■九州圏における研究開発機能付設予定工場の立地件数■主要国立大学・高専の共同研究数の推移

資料：九州経済産業局パンフレット

■企業の立地ニーズと自治体が強調する立地メリットとの比較

５



ものづくり基盤を支える設備投資等の動向②

・加工組立型産業を支える基盤技術産業（鋳物、メッキ、金型等）は、全国で事業所数・従業者数の減少が
続く中、九州圏では増加傾向にある。また、出荷額も増加傾向にある。

・技術水準格差のない汎用的な製品については、アジアとの水平分業の進展により、輸入による代替が進み、
圏内同業種の国際競争が激化することが予想される。

・技術力においてアジア（韓国・中国）との格差は急速に縮小することが危惧されている。

■基盤技術産業の動向

1985年を1.0としたときの2000年の値

0.9

1.0

1.2

0.6 0.6 0.6

0.9 0.8
0.9

1.2

1.4

2.0

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

全国 東京 大阪 九州

資料：九州経済産業局「アジア一番圏構想」
６

■海外現地法人における技術水準（製造業）

41.8 42.0 44.8 49.0
39.5

49.0

13.311.611.6
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25%
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96年度99年度 将来 96年度99年度 将来 96年度99年度 将来

全地域 中国 ASEAN
日本より低い水準 日本と同水準 日本より高い水準

出所 「中小企業白書2002年版」中小企業庁

5年前

5年前

5年後

5年後

韓
国

中
国

「国際分業時代における九州企業の競争力強化に関する調査」九州経済産業局

■九州の自動車・半導体下請企業および金型産業に属する中小企業
に対するアンケート結果（自社と比較した海外企業の技術力評価）


